
 
別紙３ 

○ 特定診療費の算定に関する留意事項について（平成12年３月31日老企第58号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄）  
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新 旧 

短期入所療養介護（病院又は診療所で行われるものに限る。）に係る「特定診

療費」については、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平

成 12 年２月厚生省告示第 19号）、指定施設サービス等に要する費用の額の算定

に関する基準（平成 12 年２月厚生省告示第 21 号）、厚生大臣が定める特定診療

費に係る指導管理等及び単位数（平成 12 年２月厚生省告示第 30 号。以下「30

号告示」という。）、厚生大臣が定める特定診療費に係る施設基準（平成 12 年２

月厚生省告示第 31 号）及び厚生大臣が定める特定診療費に係る特別食及び特別

な薬剤（平成 12 年２月厚生省告示第 32 号）が本年２月 10日に公布されたとこ

ろであるが、この実施に伴う留意事項は左記のとおりであるので、その取扱い

に遺憾のないよう関係者に対し、周知徹底を図られたい。 

短期入所療養介護（病院又は診療所で行われるものに限る。）及び介護療養施

設サービスに係る「特定診療費」については、指定居宅サービスに要する費用の

額の算定に関する基準（平成 12 年２月厚生省告示第 19 号）、指定施設サービス

等に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年２月厚生省告示第 21 号）、

厚生大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成 12 年２月厚生

省告示第 30 号。以下「30 号告示」という。）、厚生大臣が定める特定診療費に係

る施設基準（平成 12 年２月厚生省告示第 31 号）及び厚生大臣が定める特定診

療費に係る特別食及び特別な薬剤（平成 12 年２月厚生省告示第 32 号）が本年

２月 10 日に公布されたところであるが、この実施に伴う留意事項は左記のとお

りであるので、その取扱いに遺憾のないよう関係者に対し、周知徹底を図られ

たい。 

記 記 

（削る） 第１ 通則 

老人性認知症疾患療養病棟にあっては、特定診療費のうち、30号告示別表

の感染対策指導管理、褥瘡対策指導管理、初期入院診療管理、重度療養管

理、精神科作業療法及び認知症老人入院精神療法が算定できるものであるこ

と。 

第１ 個別項目 第２ 個別項目 

１・２ （略） １・２ （略） 

（削る） ３ 初期入院診療管理 

⑴ 初期入院診療管理に係る特定診療費は、当該入院患者が過去３月間（た

だし、認知症である老人の日常生活自立度判定基準（「認知症である老人

の日常生活自立度判定基準」の活用について（平成５年 10 月 26 日厚生

省老人保健福祉局長通知老健第 135 号））におけるランクⅢ、Ⅳ又はＭに

該当する者の場合は過去１月間とする。）の間に、当該介護療養型医療施

設に入院したことがない場合に限り算定できるものであること。 

⑵ 初期入院診療管理については、同一施設内の医療保険適用病床から介

護保険適用病床に転床した入院患者にあっては、特定診療費の算定の対

象としない。 

⑶ なお、入院後６か月以内に、患者の病状の変化等により診療計画を見

直さざるを得ない状況になり、同様に診療計画を作成し、文書を用いて

患者に説明を行った場合には、１回に限り算定できる。 
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３～７ （略） ４～８ （略） 

８ リハビリテーション 

⑴ （略） 

９ リハビリテーション 

⑴ （略） 

⑵ 理学療法 

①～③ （略） 

④ 理学療法に係る特定診療費は、患者に対して個別に 20分以上訓練を

行った場合に算定するものであり、訓練時間が 20 分に満たない場合

は、介護予防短期入所療養介護又は短期入所療養介護に係る介護給付

費のうち特定診療費でない部分に含まれる。 

⑤～⑨ （略） 

⑵ 理学療法 

①～③ （略） 

④ 理学療法に係る特定診療費は、患者に対して個別に 20分以上訓練を

行った場合に算定するものであり、訓練時間が 20 分に満たない場合

は、介護予防短期入所療養介護、短期入所療養介護又は介護療養施設

サービスに係る介護給付費のうち特定診療費でない部分に含まれる。 

⑤～⑨ （略） 

⑶ 作業療法  

①～③ （略） 

④ 作業療法にあっては、１人の作業療法士が１人の患者に対して重点

的に個別的訓練を行うことが必要と認められる場合であって、作業療

法士と患者が１対１で 20 分以上訓練を行った場合にのみ算定する。な

お、訓練時間が 20 分に満たない場合は、介護予防短期入所療養介護又

は短期入所療養介護に係る介護給付費のうち特定診療費でない部分に

含まれる。また、患者の状態像や日常生活のパターンに合わせて、１日

に行われる作業療法が複数回にわたる場合であっても、そのうち２回

分の合計が 20 分を超える場合については、１回として算定することが

できる。 

⑤・⑥ （略） 

⑶ 作業療法  

①～③ （略） 

④ 作業療法にあっては、１人の作業療法士が１人の患者に対して重点

的に個別的訓練を行うことが必要と認められる場合であって、作業療

法士と患者が１対１で 20 分以上訓練を行った場合にのみ算定する。な

お、訓練時間が 20 分に満たない場合は、介護予防短期入所療養介護、

短期入所療養介護又は介護療養施設サービスに係る介護給付費のうち

特定診療費でない部分に含まれる。また、患者の状態像や日常生活の

パターンに合わせて、１日に行われる作業療法が複数回にわたる場合

であっても、そのうち２回分の合計が 20 分を超える場合については、

１回として算定することができる。 

⑤・⑥ （略） 

⑷ （略） ⑷ （略） 

⑸ 言語聴覚療法 

①・② （略） 

③ 言語聴覚療法は、患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があ

ると認められる場合であって、専用の言語療法室等において、言語聴

覚士と患者が１対１で 20 分以上訓練を行った場合に算定する。なお、

訓練時間が 20 分に満たない場合は、介護予防短期入所療養介護又は短

期入所療養介護に係る介護給付費のうち特定診療費でない部分に含ま

れる。また、患者の状態像や日常生活パターンに合わせて、１日に行わ

れる言語聴覚療法が複数回にわたる場合であっても、そのうち２回分

の合計が 20 分を超える場合については、１回として算定することがで

きる。 

⑸ 言語聴覚療法 

①・② （略） 

③ 言語聴覚療法は、患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があ

ると認められる場合であって、専用の言語療法室等において、言語聴

覚士と患者が１対１で 20 分以上訓練を行った場合に算定する。なお、

訓練時間が 20 分に満たない場合は、介護予防短期入所療養介護、短期

入所療養介護又は介護療養施設サービスに係る介護給付費のうち特定

診療費でない部分に含まれる。また、患者の状態像や日常生活パター

ンに合わせて、１日に行われる言語聴覚療法が複数回にわたる場合で

あっても、そのうち２回分の合計が 20 分を超える場合については、１

回として算定することができる。 
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④ （略） ④ （略） 

⑹・⑺ （略） ⑹・⑺ （略） 

（削る） ⑻ 短期集中リハビリテーション 

① 短期集中リハビリテーションにおける集中的なリハビリテーション

とは、１週につき概ね３日以上実施する場合をいう。 

② 短期集中リハビリテーションは、当該入院患者が過去３月間に、当

該介護療養型医療施設に入院したことがない場合に限り算定できるこ

ととする。 

（削る） ⑼ 認知症短期集中リハビリテーション 

① 認知症短期集中リハビリテーションは、認知症入所者の在宅復帰を

目的として行うものであり、記憶の訓練、日常生活活動の訓練等を組

み合わせたプログラムを週３日、実施することを標準とする。 

② 当該リハビリテーション加算は、精神科医師若しくは神経内科医師

又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を修了

した医師により、認知症の入所者であって生活機能の改善が見込まれ

ると判断された者に対して、在宅復帰に向けた生活機能の改善を目的

として、リハビリテーション実施計画に基づき、医師又は医師の指示

を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下「理学療法士

等」という。）が記憶の訓練、日常生活活動の訓練等を組み合わせたプ

ログラムを実施した場合に算定できるものである。なお、記憶の訓練、

日常生活活動の訓練等を組み合わせたプログラムは認知症に対して効

果の期待できるものであること。 

③ 当該リハビリテーションに関わる医師は精神科医師又は神経内科医

師を除き、認知症に対するリハビリテーションに関する研修を修了し

ていること。なお、認知症に対するリハビリテーションに関する研修

は、認知症の概念、認知症の診断、及び記憶の訓練、日常生活活動の訓

練等の効果的なリハビリテーションのプログラム等から構成されてお

り、認知症に対するリハビリテーションを実施するためにふさわしい

と認められるものであること。 

④ 当該リハビリテーションにあっては、１人の医師又は理学療法士等

が１人の利用者に対して行った場合にのみ算定する。 

⑤ 当該リハビリテーション加算は、利用者に対して個別に 20 分以上当

該リハビリテーションを実施した場合に算定するものであり、時間が

20 分に満たない場合は、介護療養施設サービス費に含まれる。 
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⑥ 当該リハビリテーションの対象となる入所者はＭＭＳＥ（Mini 

Mental State Examination）又はＨＤＳ―Ｒ（改訂長谷川式簡易知能

評価スケール）において概ね５点～25 点に相当する者とする。 

⑦ 当該リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、訓練評

価、担当者等）は利用者毎に保管されること。 

⑧ ⑴～⑻の短期集中リハビリテーション実施加算を算定している場合

であっても、別途当該リハビリテーションを実施した場合は当該リハ

ビリテーション加算を算定することができる。 

⑨ 当該リハビリテーション加算は、当該利用者が過去３月間の間に、

当該リハビリテーション加算を算定したことがない場合に限り算定で

きることとする。 

９ （略） 10 （略） 

第２ （略） 第３ （略） 

  

別紙様式３（内容変更有） 別紙様式３ 

 


